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2020年 6月 4日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 レ オ パ レ ス 2 1 

代 表 者 名 代表取締役社長  宮 尾 文 也 

 （コード番号 8848 東証第一部） 

問 合 せ 先 執 行 役 員  新 井  清 

 （TEL 050-2016-2907 ） 

 
 

法人税等調整額（損）の計上、特別損失の計上ならびに業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、2020 年 6 月 4 日開催の取締役会において、法人税等調整額（損）の計上、特別損失の計

上、ならびに 2019 年 11 月 8 日に公表した業績予想を下記のとおり修正することとしましたのでお

知らせいたします。 

 

記 

 

 

 

１．法人税等調整額（損）の計上について 

当社施工物件において、小屋裏等界壁の施工不備、界壁内部充填材の相違、外壁構成における大

臣認定との不整合、天井部施工不備および耐火建築物の界壁における大臣認定との不適合が確認さ

れたことにより、全棟調査を行い、改修工事を進めております。 

その過程において、全棟調査を優先させたことや体制整備の遅れ等により、改修工事の完了と入

居者募集の再開が遅れ、賃貸事業における 2020 年 3 月期通期の平均入居率は 80.78％（前年同期

比△7.56 ポイント）に低下し、賃料収入が減少したこと等を踏まえ、繰延税金資産の回収可能性

を慎重に検討した結果、2020 年 3 月期に繰延税金資産を取り崩し、法人税等調整額（損）214 億円

を計上いたしました。 

 

 

2．特別損失の計上について 

上記の施工不備に関し、全棟調査の過程において不備率が上昇し、補修費用が増加したこと、

および調査に伴う臨時的な費用が発生したことにより 2020 年 3 月期第 3 四半期末時点で 125 億

円の特別損失を計上しておりましたが、補修工事単価が上昇したこと等を受け、第 4 四半期にお

いて 118 億円、2020 年 3 月期通期累計 243 億円の特別損失を計上することとしました。なお、

2020 年 3 月期通期における補修工事関連損失引当金の残高は 562 億円となりました。 

また、ホテル・リゾート事業、国際事業の譲渡・撤退方針等に基づき、保有資産の減損損失 76

億円を計上しました。 
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3．業績予想の修正について 

【連結】 

2020年3月期通期 業績予想数値の修正（2019年4月1日～2020年3月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に

帰属する 
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 

前回発表予想 (Ａ) 447,300 △28,000 △27,800 △30,400 △124.62 

今回修正予想 (Ｂ) 433,500 △36,500 △36,400 △80,300 △329.08 

増 減 額 (Ｂ－Ａ) △13,800 △8,500 △8,600 △49,900  

増 減 率  △3.1% ― ― ―  

（ご参考）前期実績 
（2019年3月期） 

505,223 7,390 7,063 △68,662 △278.58 

 

【個別】 

2020年3月期通期 業績予想数値の修正（2019年4月1日～2020年3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 

前回発表予想 (Ａ)   427,200    △26,900   △29,800 △122.16 

今回修正予想 (Ｂ)   413,800    △35,200   △76,700 △314.33 

増 減 額 (Ｂ－Ａ) △13,400 △8,300 △46,900  

増 減 率  △3.1% ― ―  

（ご参考）前期実績 
（2019年3月期） 

477,834 6,817 △68,754 △278.95 

 

4．2020 年 3 月期通期業績予想の修正理由 

上記 1. 「法人税等調整額（損）の計上について」に記載した通り、賃貸事業における 2020 年 3

月期通期の平均入居率は 80.78％（前年同期比△7.56 ポイント）に低下し、賃料収入等が減少した

ため、賃貸事業の業績を見直しました。 

加えて、上述の法人税等調整額（損）214 億円の計上、および特別損失として補修工事関連損失

243 億円、減損損失 76 億円を計上いたしました。 

 

5．役員報酬の減額 

当社では、2019 年 2 月より役員報酬の減額を実施しておりますが、上記の業績予想の修正

を真摯に受け止め、経営責任を明らかにするため、あらためて以下の通り役員報酬の減額を継

続いたします。 

 

期間 2020 年 4 月～2021 年 3 月 

対象 取締役・監査役・執行役員 

内容 代表取締役  60% 
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 その他社内取締役  45%～55% 

 常勤監査役  35% 

 執行役員   35%～45% 

 

 

（注）上記の業績予想等は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因により予想数値とは異なる場合があることにご留意下さい。 

 

 

以 上 


